
(証券コード 5915)

平成29年６月12日

株 主 各 位
大阪市西区立売堀四丁目2番21号

代表取締役社長 田 中 進
　

第88回定時株主総会招集ご通知
　

　拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第88回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出

席くださいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら、後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書

用紙に賛否をご表示いただき、平成29年６月28日（水曜日）午後５時40分（株主総会

日時の直前営業時間終了時）までに到着するようご返送くださいますようお願い申し

あげます。

敬 具
記

1. 日 時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時

2. 場 所 大阪市港区弁天一丁目２番１号

ホテル大阪ベイタワー４階「金枝の間」

3. 目的事項

報告事項 1.第88期（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）事業報告の内容、連結計算書類

の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査

結果報告の件

2.第88期（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）計算書類の内容報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役１名選任の件

以 上
----------------------------------------------------------------------------

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお

願い申しあげます。

◎ 株主総会参考書類および添付書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト

（http://www.komaihaltec.co.jp/）に掲載させていただきます。
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添付書類
事 業 報 告

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

Ⅰ. 企業集団の現況に関する事項
　

　1. 事業の経過および成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、各種政策の効果もあり、一部に改善の

遅れがみられるものの、緩やかな回復基調が続きました。しかし、米国新政権の

政策運営や欧州の政治情勢、中東や北朝鮮の地政学リスク、中国の金融リスクな

ど世界経済は不確実性が多く、先行き不透明な状況で推移いたしました。

橋梁・鉄骨業界におきましては、橋梁は国土交通省案件等の発注が一巡したこ

となどにより、発注量は前年度を大きく下回りました。一方、鉄骨は2020年開催

の東京オリンピック・パラリンピック関連事業や首都圏を中心に再開発計画の活

発な動きがみられたものの、発注が端境期となったため、発注量は前年度並みの

水準で推移いたしました。

このような環境のなか、鋭意受注活動を展開した結果、当連結会計年度の受注

高は総額355億７千１百万円（前期比12.4％減）となりました。また、売上高は

364億６千８百万円（同0.7％減）となりました。

　損益につきましては、高収益の大型橋梁工事が前連結会計年度に竣工したもの

の、大型橋梁工事の追加変更獲得や設備投資効果で生産性が向上したことなどに

より、営業利益10億９千５百万円（同46.1％減）、経常利益11億３千８百万円（同

40.4％減）、親会社株主に帰属する当期純利益10億１千２百万円（同53.1％減）を

確保いたしました。

　また、平成26年に策定した中期経営計画の最終年度となる当連結会計年度につ

きましては、売上高は目標に届きませんでしたが、営業利益は目標を達成するこ

とができました。

セグメント別の概況は次のとおりであります。

（報告セグメントの変更について）

　当社グループは利益管理の強化を図るため、事業区分の見直しを行い、従来

の「その他」について「不動産事業」および「その他」に区分することといた

しました。従いまして、当連結会計年度から報告セグメントを「橋梁事業」、

「鉄骨事業」、「不動産事業」に変更いたしました。
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― 橋梁事業 ―

当連結会計年度の受注高は、国土交通省中部地方整備局 平成28年度東海環

状長深５号高架橋外回り鋼上部工事、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支

援機構 九州新幹線（西九州）第１下西山橋りょう（合成けた）他の工事で105

億９千４百万円（前期比32.2％減）となりました。

　売上高は、国土交通省近畿地方整備局 八鹿日高道路稲葉川橋上部工事、埼

玉県 総Ａ除）道路改築工事（７号橋上部工（仮称））他の工事で128億２千５

百万円（同23.8％減）となり、これにより受注残高は119億７千９百万円（同

15.7％減）となっております。

― 鉄骨事業 ―

当連結会計年度の受注高は、虎ノ門一丁目地区第一種市街地再開発事業施設

建築物（高層棟）、虎ノ門トラストシティーワールドゲート計画他の工事で248

億９千２百万円（前期比1.6％増）となりました。

　売上高は、赤坂一丁目地区市街地再開発事業、(仮称)新日比谷プロジェクト

新築工事他の工事で226億５千３百万円（同26.0％増）となり、これにより受

注残高は250億５千３百万円（同9.8％増）となっております。

― 不動産事業 ―

当社グループは、大阪市西淀川区にある大阪事業所の未利用地部分等につい

て賃貸による不動産事業を行っており、当連結会計年度における不動産事業の

売上高は４億２千１百万円（前期比4.4％減）となっております。

― その他 ―

当社グループは、その他の事業として風力発電等による環境事業および印刷

事業等を行っており、当連結会計年度におけるその他の売上高は、環境事業で

新島風車実証工事などに印刷事業等を含め５億６千７百万円（同61.5％減）と

なり、これにより受注残高は４千９百万円（同87.4％減）となっております。

　

　2. 設備投資および資金調達の状況

当連結会計年度における設備投資につきましては、生産設備の更新で総額１億

７千４百万円を実施いたしました。その資金はすべて自己資金で賄いました。

なお、当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行５行と総額50億

円の貸出コミットメント契約を締結しております。
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　3. 対処すべき課題

当社グループが属する橋梁・鉄骨業界の事業環境は、橋梁事業は新設橋梁の発

注量が引き続き低水準で推移することが見込まれており、各社が技術提案力・積

算精度の向上に凌ぎを削る中で熾烈な受注競争が続くものと思われます。これに

対し、都市高速の大規模更新を始めとして数多くの更新時期を迎えた橋梁に対す

る老朽化対策は、社会インフラ整備における喫緊の課題と位置付けられているこ

とから、維持・補修事業への取組みが今後ますます重要度を増すこととなります。

　一方、鉄骨事業は各種経済対策による景気の回復を背景に、企業の設備投資意

欲も活発化してきており、さらに2020年の東京オリンピック・パラリンピック開

催に向けた施設建設やその波及効果が期待される関連業種の設備投資計画なども

加わって、首都圏を中心に多数の大型物件の計画が進められております。

しかしながら、これまでの長期の景気低迷により特に建設業界における労働人

口は大きく減少しており、技術者・技能者の不足が深刻化する中、労務費の高騰

や資機材価格の高騰が収益圧迫要因となるとともに、東京オリンピック・パラリ

ンピック後の需要減を見据えた対応も求められております。

　また、生産性向上や技能者不足対策に向けての人材育成や生産設備の自動化・

省力化についても積極的に推進しなければなりません。

　このような難しい舵取りが求められる環境のもと、当社グループはこれまで多

くの製品を納めてきた実績、培ってきた技術力を最大限に活かし、技術と品質で

社会の安全・安心と企業のさらなる成長を目指すための新たな３か年計画「中期

経営計画」を策定いたしました。

　『技術と品質で社会の安全・安心と企業の更なる成長を目指す』を基本方針と

して定め、以下の具体的な施策に取組んでまいります。

　１． 橋梁、鉄骨事業の安定受注と収益力の強化

　２． 生産性向上に向けた生産体制の強化

　３． 補修・保全への取組み強化

　４． 戦略的な技術開発・実用化の推進

　５． 環境・海外インフラの受注と収益の確保

　６． 安全・品質・環境に配慮した生産システムの構築

　７． 人材育成と働き方改革への取組み強化

　具体的施策として、橋梁事業は、補修・保全の比重が高まる中、新設、補修工

事の受注に向けた情報収集等の推進、総合評価方式への対応強化、企業等の評価

点向上などにより受注量の確保を図ります。また、次世代工場化の推進や原価低

減などにより収益力の強化を図ります。

　鉄骨事業は、首都圏を中心とした再開発計画が活発化する中、技術力を活かし、

鉄骨高難易度部材やプラント等鋼構造物の積極的な受注に取組みます。また、独

自技術の開発・研究の推進や三次元ＣＡＤやコラムジョイントなど当社保有の技

術および鉄骨技術と橋梁技術の両方を活用できる強みを活かした他社との差別化
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による営業を展開します。

　生産体制の強化については、ＩＣＴ推進室を設置し、ＩＣＴを活用した生産シ

ステム化を推進します。具体的には、工場レイアウトの再編と中長期の生産設備

計画（工場の自動化・省力化）により生産体制の強化を図るとともに、現場での

ＢＩＭ（ビルディング・インフォメーション・モデリング）、ＣＩＭ（コンストラ

クション・インフォメーション・モデリング）の活用を目指します。

　補修・保全への取組み強化については、橋梁保全事業室を設置し、鉄道橋の補

修工事への取組み強化や被災地への復旧・復興への貢献に取組みます。また、当

社保有技術の販路拡大や補修保全技術の開発・実用化に向けて積極的に取組みま

す。

　戦略的な技術開発・実用化の推進については、新技術の開発と実用化に向けた

取組みを行います。また、技術者、技能者不足を補う自動化や技術力向上の推進

を図ります。

　環境・海外インフラの受注と収益の確保として、環境事業は、風力発電機の寒

冷地仕様や台風仕様で気象条件の厳しい地域への導入による販路拡大に取組み、

海外案件では現地生産によるコスト削減を図り収益を確保します。海外事業につ

いては、ＯＤＡ（政府開発援助）橋梁案件の受注を目指します。

　安全・品質・環境に配慮した生産システムの構築については、無事故無災害達

成のため、安全管理のさらなる強化を図るとともに、品質改善活動を推進し品質

向上を目指し、環境負荷低減の取組み強化を図ります。

　人材育成と働き方改革への取組み強化については、従業員の健康障害防止に取

組み、計画的な休暇取得等を推進します。また、知識、技術、技能の伝承を通じ

て、若年層、リーダー人材の育成に取組むとともに、従業員のモチベーションア

ップのため、ジョブローテーション、職場環境の整備等を行います。

　これらの施策により、連結売上高460億円、連結営業利益20億円を最終年度数値

目標と定め、平成32年３月期での達成に向けグループ一丸となって取組みを進め

ております。

　当社グループは、『高い技術力で夢のある社会づくりに貢献する』を経営理念と

して、関東と関西に保有する主力工場を始めとする経営資源を最大限に活用し、

技術力を結集した事業運営を行っております。今後も橋梁事業・鉄骨事業・環境

事業を通じて社会基盤整備の一翼を担う企業として、自覚と責任を持った経営を

行ってまいります。

株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援ご鞭撻を賜りますよ

うお願い申しあげます。
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　4. 部門別受注高・売上高・繰越高
(単位：百万円)

区 分 前期繰越高 当期受注高 当期売上高 次期繰越高

橋 梁 事 業

鉄 骨 事 業

14,210

22,814

10,594

24,892

12,825

22,653

11,979

25,053

不 動 産 事 業 ― ― 421 ―

そ の 他 391 84 567 49

合 計 37,416 35,571 36,468 37,081

(注) 「その他」の当期売上高には、環境事業および印刷事業等の売上高が含まれております。

　5. 財産および損益の状況の推移

区 分
第85期

(平成25年度)
第86期

(平成26年度)
第87期

(平成27年度)

第88期
(平成28年度)

[当連結会計年度]

受 注 高 (百万円) 39,135 37,143 40,595 35,571

売 上 高 (百万円) 30,036 41,264 36,739 36,468

親会社株主に帰属
する当期純利益

(百万円) 401 929 2,156 1,012

１株当たり当期純利益（円) 8.14 18.87 43.97 207.08

総 資 産 (百万円) 49,577 54,121 53,753 56,068

純 資 産 (百万円) 24,401 25,387 26,783 28,062

(注) 1.１株当たり当期純利益は、自己株式を除く期中平均発行済株式総数により計算しております。
2.第85期は、企業収益が改善し、設備投資も堅調となり消費税率引上げ前の駆け込み需要など
で、受注高が増加しております。

3.第86期は、前期の受注高増加に伴い操業が順調に推移し、売上高および親会社株主に帰属す
る当期純利益が増加しております。

4.第87期は、首都圏の大型再開発工事が順次発注されたことなどにより受注高が増加し、高収
益の大型橋梁工事が売上高に計上されたことなどにより親会社株主に帰属する当期純利益が
増加しております。

5.第88期の状況につきましては、前記Ⅰ.1.「事業の経過および成果」に記載のとおりでありま
す。

6.平成28年10月１日付けで、普通株式10株に付き１株の株式併合を行っております。当該株式
併合については、当連結会計年度の期首に株式併合が行われたと仮定して１株当たり当期純
利益を算定しております。
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　6. 重要な親会社および子会社の状況
　 (1) 親会社との関係
　 該当事項はありません。

　 (2) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
出資比率

主要な事業内容

東北鉄骨橋梁株式会社 450
百万円

100
％

橋梁・鉄骨その他鋼構造物の設計・

製作および建設業

株 式 会 社 プ ロ バ ン ス 80 100

鉄骨その他鋼構造物の設計・製作お

よび建設業

建築工事の企画・設計・施工・監理

およびコンサルティング業務

株 式 会 社 シ ッ プ ス 270 100

印刷・複写業務、ＯＡ事務機・文

具・事務用品・オフィス家具の販売

およびコンサルティング業務、不動

産賃貸業

　 (3) 事業年度末日における特定完全子会社の状況
　 該当事項はありません。

　7. 主要な事業内容
　橋梁・鉄骨・鉄塔その他鋼構造物の設計・製作および現場組立・架設・補修が
主な事業であり、これ以外に建設機械・運搬機械等各種機械の設計・製造・据
付・販売、風力発電機等による売電事業、不動産賃貸業等を行っております。

　8. 主要な営業所および工場
　 本 店 大阪市西区立売堀四丁目２番21号
　 本 社 東京都台東区上野一丁目19番10号
　 営業所 札幌・東北（仙台市）・名古屋・和歌山（日高郡由良町）
　 中国（広島市）・九州（福岡市）
　 工 場 富津（千葉県富津市）
　 和歌山（日高郡由良町）
　 大阪事業所（大阪市）
　 テクニカルセンター（千葉県松戸市）

9. 従業員の状況

従 業 員 数 対前期末比増減

544
名

15
名

(注) 当連結会計年度末日の従業員数を記載しております。
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10. 主要な借入先

借 入 先 借 入 額

株式会社三井住友銀行 700
百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 500

三井住友信託銀行株式会社 380

日本生命保険相互会社 200

(注) 当連結会計年度末日の借入額を記載しております。

Ⅱ. 会社の株式に関する事項
1. 発行可能株式総数 9,952,500株

2. 発行済株式の総数 4,972,709株（自己株式を含む）

3. 株主数 5,625名（前期末比730名減）

　4. 大株主(上位10名)

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 216,955
　株

4.4
％

エ ム エ ム 建 材 株 式 会 社 194,257 4.0

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 172,527 3.5

Ｊ Ｆ Ｅ ス チ ー ル 株 式 会 社 171,831 3.5

伊藤忠丸紅住商テクノスチール株式会社 164,500 3.4

三 井 物 産 ス チ ー ル 株 式 会 社 143,200 2.9

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 141,200 2.9

Ｊ Ｆ Ｅ 商 事 鉄 鋼 建 材 株 式 会 社 140,000 2.9

株 式 会 社 り そ な 銀 行 134,300 2.7

新 日 鐵 住 金 株 式 会 社 108,499 2.2

(注)1.持株比率は、自己株式（86,408株）を控除して計算しております。
2.平成28年10月１日付けで、普通株式10株に付き１株の株式併合を実施しております。
3.株式会社メタルワンの100％子会社株式会社メタルワン建材と三井物産スチール株式会社の国
内建設鋼材関連事業およびメタルスクラップ関連事業が平成26年11月に事業統合によりエムエ
ム建材株式会社となり株式会社メタルワンが所有する当社株式をエムエム建材株式会社に譲渡
いたしました。
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Ⅲ．会社役員に関する事項
　1. 取締役および監査役

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 田 中 進

常 務 取 締 役 松 本 淳 司
兼 常務執行役員
工事本部長、中央安全衛生委員会委員長

常 務 取 締 役 中 村 貴 任
兼 常務執行役員
管理本部長 兼 財務部長
関係会社担当

取 締 役 東 隆 行
兼 執行役員
製造本部長

取 締 役 川 本 俊 彦
兼 執行役員
鉄構営業本部長

取 締 役 奥 原 光
兼 執行役員
橋梁営業本部長 兼 総合評価対策室長
技術委員会委員長

取 締 役 渡 邊 英 一
非常勤
国立大学法人京都大学 名誉教授
一般財団法人大阪地域計画研究所 理事長

常 任 監 査 役 鬼 澤 洋 常 勤

監 査 役 大 森 元 常 勤

監 査 役 吉 松 均
非常勤
三井住友カード株式会社 顧問

監 査 役 清 水 一 朗

非常勤
アロマ スクエア株式会社 代表取締役社長
大宮ソニックシティ株式会社 代表取締役社長
ＳＭＫ株式会社 社外監査役

(注) 1.取締役のうち渡邊英一氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
2.監査役のうち吉松均、清水一朗の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありす。
3.取締役渡邊英一氏につきましては、株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届け出て
おります。

4.監査役吉松均氏は、銀行の専務取締役などを歴任し、財務および会計に関する相当程度の知見
を有するものであります。

5.監査役清水一朗氏は、生命保険会社の執行役員などを歴任し、財務および会計に関する相当程
度の知見を有するものであります。
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6.当社は、執行役員制度を採用しており、平成29年３月31日現在の執行役員（取締役兼務者を除
く）は次のとおりであります。

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

副社長執行役員 竹 内 義 人

執行役員 駒 井 恵 美 インフラ開発本部長

執行役員 富 本 信
技術本部長
内部監査委員会委員長

執行役員 平 見 勝 洋 製造本部副本部長 兼 和歌山工場長

執行役員 藤 枝 伸 明
コンプライアンス室担当 兼 コンプライアン
ス室長、環境品質管理室担当、環境品質委員
会委員長

7.平成29年４月１日付の機構改革に伴う取締役の担当の一部変更により、次のとおりとなりまし
た。

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 田 中 進

常 務 取 締 役 松 本 淳 司
兼 常務執行役員
工事本部長、中央安全衛生委員会委員長

常 務 取 締 役 中 村 貴 任
兼 常務執行役員
管理本部長 兼 財務部長
関係会社担当

取 締 役 東 隆 行
兼 執行役員
製造本部長

取 締 役 川 本 俊 彦
兼 執行役員
鉄構営業本部長

取 締 役 奥 原 光
兼 執行役員
橋梁営業本部長

取 締 役 渡 邊 英 一
非常勤
国立大学法人京都大学 名誉教授
一般財団法人大阪地域計画研究所 理事長
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8.平成29年４月１日付の機構改革に伴う執行役員の担当の一部変更により、次のとおりとなりま
した。

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

副社長執行役員 竹 内 義 人

執行役員 駒 井 恵 美 インフラ開発本部長

執行役員 富 本 信 技術本部長、技術委員会委員長

執行役員 平 見 勝 洋
ＩＣＴ推進室担当 兼 ＩＣＴ推進室長
ＩＣＴ推進委員会委員長

執行役員 藤 枝 伸 明
コンプライアンス室担当 兼 コンプライアン
ス室長、環境品質管理室担当、環境品質委員
会委員長、内部監査委員会委員長

　
9.事業年度中に退任・辞任した取締役および監査役

退任･辞任時の地位 氏 名 退 任 事 由 退 任 日

専 務 取 締 役 竹 中 裕 文 任期満了 平成28年６月29日

監 査 役 櫛 部 哲 男 辞 任 平成28年６月29日

(注） 監査役櫛部哲男氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありました。

　2. 責任限定契約の内容の概要

　当社は、平成27年６月26日開催の第86回定時株主総会で定款を変更し、取締

役（業務執行取締役等であるものを除く）および監査役との責任限定契約に関

する規定を設けております。

　当該定款に基づき当社が社外取締役渡邊英一氏、社外監査役吉松均氏および

清水一朗氏と締結した責任限定契約の内容は次のとおりであります。

　取締役および監査役は本契約締結後、会社法第423条第１項の賠償責任につい

て、その職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失がなかったときは、法令

に規定する額を限度として損害賠償責任を負担するものとします。
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　3. 取締役および監査役の報酬等の額

　 取締役８名 71百万円（うち社外取締役１名 ４百万円）

　 監査役５名 39百万円（うち社外監査役３名 10百万円）

(注) 1.上記の取締役８名には、平成28年６月29日開催の定時株主総会終結の時をもって退任した
取締役１名が含まれております。

2.上記の監査役５名には、平成28年６月29日開催の定時株主総会終結の時をもって辞任した
監査役が１名が含まれております。

　 3.上記の他、使用人兼務取締役の使用人部分の報酬等の総額は、４名で35百万円であります。

　
　4. 社外役員に関する事項

　(1) 取締役 渡邊英一

① 他の法人等の業務執行者の兼職状況および当該兼職先との関係

国立大学法人京都大学名誉教授ならびに一般財団法人大阪地域計画研究

所の理事長であります。なお、当該法人との関係はありません。

② 他の法人等の社外役員等の兼職状況および当該兼職先との関係

該当事項はありません。

③ 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

④ 当事業年度における主な活動状況

当事業年度開催の取締役会全11回の内10回に出席し、土木工学に関する

深い知識と経験に基づいた助言・提言等を行っております。

また、社長を委員長とするコンプライアンス委員会に出席し、企業運営

における遵法性を強く要請しております。
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　(2) 監査役 吉松 均

① 他の法人等の業務執行者の兼職状況および当該兼職先との関係

三井住友カード株式会社の顧問であります。なお、当該法人との関係は

ありません。

② 他の法人等の社外役員等の兼職状況および当該兼職先との関係

該当事項はありません。

③ 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

④ 当事業年度における主な活動状況

当事業年度開催の取締役会全11回すべてに出席し、取締役会の意思決定

の妥当性・適正性を確保するために、経営に関する豊富な実務経験と高

度な専門知識に基づいた助言・提言等を行っております。当事業年度開

催の監査役会には全７回すべてに出席し、監査結果について意見交換、

監査に関する重要事項の協議等を行っております。

会計監査人との間では、四半期ごとに定期的にディスカッションを行い、

監査計画およびその進捗状況の説明や、四半期レビュー・監査結果の報

告を受けるとともに監査方針等に関する意見交換を行っております。

また、社長を委員長とするコンプライアンス委員会にはオブザーバーと

して出席し、企業運営における遵法性を強く要請しております。

この他、当社代表取締役と監査役との意見交換会の場を設け、経営方針

などについて率直な意見交換を行っております。
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　(3) 監査役 清水一朗

① 他の法人等の業務執行者の兼職状況および当該兼職先との関係

アロマ スクエア株式会社代表取締役社長および大宮ソニックシティ株

式会社代表取締役社長であります。なお、当該法人との関係はありませ

ん。

② 他の法人等の社外役員等の兼職状況および当該兼職先との関係

ＳＭＫ株式会社社外監査役であります。なお、当該法人との関係はあり

ません。

③ 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

④ 当事業年度における主な活動状況

就任後開催の取締役会全８回すべてに出席し、取締役会の意思決定の妥

当性・適正性を確保するために、経営に関する豊富な実務経験と高度な

専門知識に基づいた助言・提言等を行っております。就任後開催の監査

役会には全５回すべてに出席し、監査結果について意見交換、監査に関

する重要事項の協議等を行っております。

会計監査人との間では、四半期ごとに定期的にディスカッションを行

い、監査計画およびその進捗状況の説明や、四半期レビュー・監査結果

の報告を受けるとともに監査方針等に関する意見交換を行っておりま

す。

また、社長を委員長とするコンプライアンス委員会にはオブザーバーと

して出席し、企業運営における遵法性を強く要請しております。

この他、当社代表取締役と監査役との意見交換会の場を設け、経営方針

などについて率直な意見交換を行っております。
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Ⅳ．会計監査人に関する事項
　1. 会計監査人の名称

　 新日本有限責任監査法人

　

　2. 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　

(1) 当社が支払うべき報酬等の額 37百万円

(2) 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

37百万円

(注) 1.当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融
商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないことか
ら、上記(1)の金額はこれらの合計額を記載しております。

2.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、職務遂行状況および報酬見積りの算出根拠など
が適切であるかどうかについて検討した結果、会計監査人の報酬について会社法第399条第１
項の同意を行っております。

　

　3. 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当し、適正な監査の遂

行が困難であると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を

解任いたします。

　また、監査役会は、上記の場合のほか、会計監査人の独立性および専門性、な

らびに監査活動の適切性、妥当性および効率性その他職務の執行に関する状況等

を総合的に勘案し、その必要性があると判断した場合は、監査役会の決議により、

株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定い

たします。

　

　4. 会計監査人が受けた過去２年間の業務停止処分

　金融庁が平成27年12月22日付で発表した業務停止処分の内容

(1)処分対象

新日本有限責任監査法人

(2)処分内容

平成28年１月１日から平成28年３月31日までの３か月間の契約の新規の締結に

関する業務の停止

(3)処分理由

・社員の過失による虚偽証明

・監査法人の運営が著しく不当
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Ⅴ. 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
　1. 業務の適正を確保するための体制の決定内容の概要

当社は、会社法および会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための

体制」に関する基本方針を取締役会において決議しており、その概要は以下のと

おりであります。

(1) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

① 総務部門および財務部門は、全社に共通する重要な規程・記録類を整備して、

それぞれ適切に管理・運用いたします。

② 各部門においては、部署ごとに業務標準を整備し、それぞれが管理すべき文

書・記録類を明確にして、規定された手順に従って作成・保管いたします。

(2) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 損失の危険を管理するために、全社規定として「リスク管理実施基準」を定

め、以下の事項を実施する体制を確立いたします。

ａ 損失の危険発生を予防するための措置を講じること

ｂ 危機的状況に陥った場合は、危険の拡大・深刻化を防ぐこと

ｃ 危険発生による被害を最小限に食い止めること

ｄ 危機的状況を正常な状態に戻すこと

ｅ 既に発生した危機的状況を繰り返すことがないよう、再発防止策を講ずる

こと

ｆ その他、リスク管理を実施することが望ましいと判断する事項

② 日常的に密接に意見・情報を交換することにより危険の予兆の早期発見に努

め、損失の危険が顕在化してきた場合には関係部署が総務部・コンプライア

ンス室等と連携して、①ｂ～ｅに記載した目的の達成を図ります。

(3) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 部門ごとの職務執行責任を明確にし、効率的に運営するために執行役員制度

を導入しております。

② 重要案件の決議、各部門および各種委員会の運営状況・実施状況などの報

告・確認は取締役会、経営会議で行うものとし、取締役および監査役に加え

て執行役員も出席して意思決定の透明性を高めるとともに、情報の共有化を

図ります。

③ 中長期的な展望に立って経営計画を策定し、年度ごとに実施する事項および

達成すべき目標を明確にすることにより、職務の執行が効率的に行われるこ

とを確保いたします。
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④ 年度ごとに会社が到達すべき目標を定めて、それを各部門・部署に展開、ブ

レークダウンし、四半期ごとに目標達成度を診断することにより短期的な効

率性を確保いたします。

⑤ 手順書がなければ職務の執行が効率的に行われない可能性がある業務につい

ては、部門ごとに必要な手順書類を整備いたします。

⑥ 経営全般に関わる経営資源、財務状況、受注の確保、製品品質、施工の安全

などに関する事項を経営トップが年度ごとに診断し、見直しを図ることによ

り、経営システムの有効性および職務執行効率性のスパイラルアップを図り

ます。

(4) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す

るための体制

① コンプライアンス室を設置し、専従者を配置いたします。

② コンプライアンス委員会を設置し、各部門の執行責任者を委員に任命するこ

とにより、全体的な調整を行うとともに牽制作用を有効に機能させます。

③ 部署ごとに業務に関連する法令などを明確にし、一覧表を作成させます。

④ あらかじめ定められた間隔で、全部署を対象に内部業務監査を実施いたしま

す。

⑤ 反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を排除すると

ともに、有事の際は警察・弁護士などの外部機関と緊密に連携し、迅速かつ

組織的に対処いたします。

(5) 当社およびその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

① 当社において確立した内部統制システムを指導・教育し、普及を図ります。

② 半期ごとに関係会社会議を開催して、業務の透明性および密接な連携性を確

保いたします。

③ 財務報告の信頼性を確保するため、法令などに従い、財務報告に係る内部統

制が有効に行われる体制を構築、維持、向上を図ります。また、それを評価

するために内部監査委員会を設置いたします。

④ 会計事務のＩＴ化を進め、システムを統一化することで財務会計の透明性を

確保いたします。

⑤ 子会社を担当する事業部門を明確にし、当該部門が企業統治に関する責任を

負います。

⑥ 子会社の取締役として、当社の担当事業部門の執行責任者が兼務することに

より、業務の連携性を確保いたします。
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⑦ 子会社の監査役として、当社監査役が兼任することにより、監査の一貫性を

確保し透明性を高めます。

⑧ 当社の会計監査人に連結子会社の監査を委託することにより、会計監査の一

貫性、透明性を確保いたします。

⑨ 子会社の代表に財務諸表が適正に作成されたことを確認させ、確認書を提出

させます。

⑩ 社内通報制度により、子会社の取締役、監査役および使用人またはこれらの

者から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制を整備することで業

務の適正を確保いたします。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人をおくことを求めた場合における当該

使用人に関する事項

監査役会からの求めがあった場合、１名または若干名の監査役補助員を配置

いたします。

(7) 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

① 監査役補助員の選任および異動は監査役会の承認を受けるものといたします。

② 監査役補助員の人事考課および労務管理は常任監査役が行うものといたしま

す。

③ 監査役補助員の監査における、調査および文書閲覧の権限は監査役に準ずる

ものといたします。

(8) 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報

告に関する体制

① 監査役は、取締役会、経営会議、関係会社会議およびコンプライアンス委員

会等に出席し、重要案件の決議、各部門および各種委員会の運営状況・実施

状況などの報告を受け、確認を行います。

② 取締役および使用人が当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知り得

た場合は、監査役に都度報告いたします。

③ 監査役は、コンプライアンス室が実施した内部業務監査などの実施状況およ

びその結果、ならびに社内通報の内容およびその対策などについて、報告を

受け、確認を行います。
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④ 監査役は、半期ごとに代表取締役と監査役会との意見交換会を開催して、経

営方針の蓋然的説明を受け、それに対する監査役の意見を経営に反映させま

す。

⑤ 監査役に文書で報告すべき事項の詳細は、監査役と協議の上決定いたします。

⑥ 監査役が閲覧を求める文書・記録類は保管部署が閲覧に協力し、正当な理由

なく拒否してはならないものといたします。

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役が求めた場合、コンプライアンス室は監査役と協議の上必要な監査を

実施いたします。

② 監査役が求めた場合、環境品質管理部署は内部品質環境監査で得られた情報

および製品の不具合に関する情報を、安全管理部署は発生した事故の情報を

提供するものといたします。

　2. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制の当事業年度における運用状況の概要は以下

のとおりであります。

(1) コンプライアンス・リスク管理

　社長を委員長とするコンプライアンス委員会を定期的に開催し、対象期間

において実施した内部統制監査・コンプライアンス研修等諸施策の効果確認

を行うとともに、さらなる改善に向けた対策等の検討を行っております。

　また、コンプライアンス室を中心に、「リスク管理実施基準」「事業継続計

画（ＢＣＰ）」「社内通報制度」等リスク回避に向けた社内制度の有効性の確

認を行っております。
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(2) 企業集団の内部統制

　当社役員および子会社代表者をメンバーとする関係会社会議を定期的に開

催し、業務執行状況および営業成績･財務状況等の重要情報の報告を受けると

ともに、情報の共有を図り、業務の透明性および密接な連携性の確保に努め

ております。また、子会社に対する監査等を通じた監督・指導により、当社

グループ全体として業務の適正を確保しております。

(3) 監査役の職務の実効性確保

　監査役が取締役会および経営会議等に出席することにより、取締役および

使用人等から必要な情報を得るほか、内部統制部門が監査役と適宜会合を持

ち、必要な報告を行っております。

----------------------------------------------------------------------------

(注) 本事業報告中の記載数字は下記のとおり表示しております。
1. 金額および株式数については表示単位未満の端数を切り捨てております。
2. 比率については小数点第二位を四捨五入しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成29年３月31日現在） (単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 34,486 流 動 負 債 16,098

現 金 預 金 9,821 支払手形・工事未払金 9,270

受取手形・完成工事未収入金 16,727 短 期 借 入 金 2,872

電 子 記 録 債 権 5,724 １年内償還予定の社債 2,030

未 成 工 事 支 出 金 等 898 未 払 法 人 税 等 118

繰 延 税 金 資 産 283 未 成 工 事 受 入 金 640

未 収 入 金 707 賞 与 引 当 金 397

そ の 他 332 工 事 損 失 引 当 金 221

貸 倒 引 当 金 △10 そ の 他 547

固 定 資 産 21,582 固 定 負 債 11,907

有形固定資産 16,382 社 債 5,050

建 物 ・ 構 築 物 4,734 長 期 借 入 金 2,147

機 械 装 置 ・ 運 搬 具 810 繰 延 税 金 負 債 2,102

土 地 10,565 退職給付に 係 る 負 債 2,340

そ の 他 272 そ の 他 266

無形固定資産 75 負 債 合 計 28,006

投資その他の資産 5,124 純 資 産 の 部

投 資 有 価 証 券 4,771 株 主 資 本 26,485

長 期 貸 付 金 100 資 本 金 6,619

そ の 他 346 資 本 剰 余 金 8,233

貸 倒 引 当 金 △93 利 益 剰 余 金 11,851

自 己 株 式 △220

その他の包括利益累計額 1,576

その他有価証券評価差額金 1,920

退職給付に係る調整累計額 △343

純 資 産 合 計 28,062

資 産 合 計 56,068 負 債 純 資 産 合 計 56,068
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連 結 損 益 計 算 書

(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで) (単位：百万円)

科 目 金 額

完 成 工 事 高 36,468

完 成 工 事 原 価 32,632

完 成 工 事 総 利 益 3,835

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,740

営 業 利 益 1,095

営 業 外 収 益 214

受 取 利 息 及 び 配 当 金 104

そ の 他 109

営 業 外 費 用 170

支 払 利 息 92

社 債 発 行 費 54

そ の 他 23

経 常 利 益 1,138

特 別 利 益 0

固 定 資 産 売 却 益 0

投 資 有 価 証 券 売 却 益 0

特 別 損 失 51

固 定 資 産 売 却 損 1

固 定 資 産 除 却 損 0

減 損 損 失 49

そ の 他 0

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,087

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 175

法 人 税 等 調 整 額 △99 75

当 期 純 利 益 1,012

親会社株主に帰属する当期純利益 1,012
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで) (単位：百万円)

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 6,619 8,233 11,108 △216 25,746

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △268 △268

親会社株主に帰属
する当期純利益

1,012 1,012

自己株式の取得 △4 △4

自己株式の処分 △0 0 0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― △0 743 △4 739

当 期 末 残 高 6,619 8,233 11,851 △220 26,485

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証
券評価差額金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 1,472 △435 1,037 26,783

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △268

親会社株主に帰属
する当期純利益

1,012

自己株式の取得 △4

自己株式の処分 0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

447 92 539 539

当 期 変 動 額 合 計 447 92 539 1,278

当 期 末 残 高 1,920 △343 1,576 28,062
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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1. 連結の範囲等に関する事項

　(1) 連結子会社の数 ３社

連結子会社は東北鉄骨橋梁株式会社、株式会社プロバンス、株式会社シップスの３社でありま

す。

　(2) 主要な非連結子会社

主要な非連結子会社は上海駒建鋼結構技術有限公司であります。非連結子会社１社は小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。

2. 持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社１社および関連会社１社（上海駒建鋼結構技術有限公司他）

は、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性がないため、持分法適用の範囲から除外しております。

3. 連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4. 会計方針に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

　 ① 有価証券

　 その他有価証券

時価のあるもの……連結決算日の市場価格等に基づく時価法

評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。

時価のないもの……移動平均法による原価法

　 ② たな卸資産

未成工事支出金………個別法による原価法

材 料 ･ 貯 蔵 品………移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ① 建物（リース資産を除く)………定額法

　 ② 建物以外の有形固定資産（リース資産を除く)………主として定率法

なお、平成28年４月１日以後に取得した構築物については定額法を採用しております。

　 ③ 無形固定資産（リース資産を除く)………定額法

なお、無形固定資産のうち、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。

　 ④ リース資産

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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　(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金……従業員の賞与金支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年度

に帰属する部分を計上しております。

③ 工事損失引当金……当連結会計年度末の手持ち工事のうち、損失が発生すると見込まれ、か

つ、同時点での当該損失額を合理的に見積ることが可能な工事につい

て、将来の損失に備えるため、連結会計年度末日後の損失見積額を計上

しております。

　(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

しております。

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生時の連結会計年度から費用処理しております。

　

　(5) 収益および費用の計上基準

　 完成工事高および完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進

行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を

適用しております。

　(6) 繰延資産の処理方法

　 社債発行費

支出時に全額費用処理しております。

　(7) ヘッジ会計の方法

　 ① ヘッジ会計の方法

　 特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

　 ヘッジ手段………金利スワップ

　 ヘッジ対象………借入金利息
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　 ③ ヘッジ方針

　 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

　 ④ ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップについては、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件が同一であり、かつ、

ヘッジ開始時およびその後も継続して相場変動を完全に相殺するものと想定できるため、ヘッ

ジの有効性評価は省略しております。

　(8) その他連結計算書類作成のための重要な事項

　 消費税等の会計処理……………税抜き方式によっております。

　

会計方針の変更

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に

取得した構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響額は軽微であります。

追加情報

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28

日）を当連結会計年度から適用しております。

連結貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却累計額 14,499百万円

2. 担保に供している資産および担保に係る債務

　(1) 担保に供している資産

建 物 2,877百万円 (うち仮登記2,738百万円)

土 地 8,902百万円 (うち仮登記8,586百万円)

投資有価証券 3,724百万円

　 計 15,504百万円

　(2) 担保に係る債務

短期借入金 1,679百万円

(うち長期借入金より振替分 99百万円)

長期借入金 1,329百万円

　 計 3,009百万円
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連結損益計算書に関する注記

減損損失

当連結会計年度において、当社グループでは以下の資産グループについて減損損失を計上しており

ます。

用途 社宅

名称 社宅

場所 千葉県富津市

種類 土地および建物

減損損失を把握するに当たっては、製品別を基礎として橋梁製品製造用資産、鉄骨製品製造用資

産、賃貸等不動産および共用資産にグルーピングを行っております。また、将来の使用が見込まれ

ていない遊休資産については個々の物件を単位としてグルーピングを行っております。これらの資

産グループのうち遊休資産である社宅の帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失

(49百万円)として計上しております。またその内訳は、土地34百万円および建物15百万円でありま

す。なお、当資産グループの回収可能額は正味売却価格により測定しており、固定資産税評価額を

勘案して算定しております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記

1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類および株式数

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株) 49,727,091 ― 44,754,382 4,972,709

(注)当社は、平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。

普通株式の発行済み株式の減少44,754,382株は株式併合によるものであります。

2. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 146 3.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日

平成28年11月11日
取締役会

普通株式 122 2.50 平成28年９月30日 平成28年12月９日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類
配当の
原資

配 当 金
の 総 額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成29年6月29日
定時株主総会

普通株式
利益
剰余金

122 25.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日

（注）平成29年３月31日を基準日とする１株当たり配当額は、平成28年10月１日を効力発生日とした
10株を１株とする株式併合後の金額を記載しております。
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金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方法

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行

借入や社債発行による方針であります。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するた

めに利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

　(2) 金融商品の内容およびそのリスク

営業債権である受取手形・完成工事未収入金および電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒され

ております。未収入金は、主に営業債権を対象とした一括ファクタリング・債務引受型決済サー

ビスであります。一括ファクタリングはファクタリング会社の信用リスクに、債務引受型決済サ

ービスは顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企

業の株式および債券であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形・工事未払金は、全て１年以内の支払期日であります。借入金のうち、

短期借入金および社債は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として５年以

内）は主に設備投資に係る資金調達であります。このうち一部は、変動金利であるため金利の変

動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジして

おります。

デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利

スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘ

ッジの有効性の評価方法等については、前述の「会計方針に関する事項」に記載されている「ヘ

ッジ会計の方法」をご覧ください。

　(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権および営業債権を対象とした一括ファクタリング・債務引受型決済

サービスについて、取引相手ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等

による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付

の高い金融機関とのみ取引を行っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契

約ごとに金利スワップ取引をヘッジ手段として利用しております。

投資有価証券については、株式は業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価や発

行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を

継続的に見直しております。

デリバティブ取引につきましては、社内ルールに従い、資金担当部門が決裁担当者の承認を得

て行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

― 28 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月29日 16時48分 $FOLDER; 28ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



　(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる

前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「2.金融商品の

時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体が

デリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

　

2. 金融商品の時価等に関する事項

平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれており

ません（（注２）参照）。

（単位：百万円）

連結貸借対照表

計上額
時価 差額

（1）現金預金 9,821 9,821 ―

（2）受取手形・完成工事未収入金 16,727 16,727 ―

（3）電子記録債権 5,724 5,724 ―

（4）未収入金 707 707 ―

（5）投資有価証券

　 その他有価証券 4,491 4,491 ―

資産計 37,473 37,473 ―

（1）支払手形・工事未払金 9,270 9,270 ―

（2）短期借入金 2,872 2,872 ―

（3）１年内償還予定の社債 2,030 2,030 ―

（4）社債 5,050 5,040 △9

（5）長期借入金 2,147 2,133 △13

負債計 21,370 21,347 △22

デリバティブ取引 ― ― ―

（注1）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資 産

　(1)現金預金、（2）受取手形・完成工事未収入金、（3）電子記録債権、ならびに（4）未収入金

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。
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　(5) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された

価格によっております。

なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額と取

得原価との差額は以下のとおりであります。

　（単位：百万円）

種類 取得原価
連結貸借対

照表計上額
差額

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
株式 1,574 4,271 2,697

債券 0 0 0

その他 ― ― ―

小計 1,574 4,272 2,697

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
株式 26 20 △5

債券 201 199 △1

その他 ― ― ―

小計 227 219 △7

合計 1,802 4,491 2,689

負 債

　(1)支払手形・工事未払金、（2）短期借入金、ならびに(3)１年内償還予定の社債

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

　(4)社債

元利金の合計額を、当該社債の残存期間および信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値

により算出しております。

　(5)長期借入金

元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ

り算出しております。
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デリバティブ取引

① ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。

② ヘッジ会計が適用されているもの：ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額または

契約において定められた元本相当額等は、次のとおりであります。

　 （単位：百万円）

ヘッジ会計

の方法

デリバティブ

取引の種類等

主な

ヘッジ

対象

契約金額等
契約金額等の

うち１年超
時価

金利スワップ

の特例処理

金利スワップ取引

支払固定・受取変動

長期

借入金
325 175 （*）

（*）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処

理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 （単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 279

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（5）

投資有価証券」には含めておりません。

（注3）金銭債権および満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額 （単位：百万円）

１年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金預金 9,821 ― ― ―

受取手形・完成工事未収入金 16,727 ― ― ―

電子記録債権 5,724 ― ― ―

未収入金 707 ― ― ―

合計 32,981 ― ― ―

（注4）社債および長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後の償還および返済

予定額 (単位：百万円）

１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内

社債 1,800 1,650 1,050 550

長期借入金 1,696 285 103 62

合計 3,496 1,935 1,153 612

― 31 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月29日 16時48分 $FOLDER; 31ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



賃貸等不動産に関する注記

当社および一部の連結子会社では、大阪府その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的とした土

地等を所有しております。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は281百万円

（賃貸収益は完成工事高に、賃貸費用は完成工事原価に計上）であります。

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額および当連結会計年度における主な変動ならびに連結決算日にお

ける時価および当該時価の算定方法は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額

連結決算日における時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

1,852 △316 1,536 3,395

（注）1 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

2 主な変動

当連結会計年度の増減のうち、主な増加は賃貸用の駐車場の取得、主な減少は賃貸等不動産

から事業用資産へ振替えたことおよび減価償却であります。

3 時価の算定方法

主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定書に基づく金額であります。

１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 5,743円 02銭

2. １株当たり当期純利益 207円 08銭

（注）当社は平成28年10月１日付けで、普通株式10株に付き１株の株式併合を行っております。当該株

式併合については、当連結会計年度の期首に株式併合が行われたと仮定して１株当たり純資産額

および１株当たり当期純利益を算定しております。

その他の注記

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

― 32 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月29日 16時48分 $FOLDER; 32ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在） (単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 32,903 流 動 負 債 14,427

現 金 及 び 預 金 9,184 支 払 手 形 3,856

受 取 手 形 66 工 事 未 払 金 4,587

電 子 記 録 債 権 5,661 短 期 借 入 金 1,480

完 成 工 事 未 収 入 金 15,541 １年内返済予定の長期借入金 662

未 成 工 事 支 出 金 171 １年内償還予定の社債 2,030

材 料 ・ 貯 蔵 品 626 リ ー ス 債 務 14

関係会社短 期 貸 付 金 450 未 払 金 184

前 払 費 用 75 未 払 法 人 税 等 118

繰 延 税 金 資 産 278 未 払 費 用 201

未 収 入 金 702 未 成 工 事 受 入 金 618

未 収 消 費 税 138 預 り 金 37

そ の 他 63 賞 与 引 当 金 381

貸 倒 引 当 金 △58 工 事 損 失 引 当 金 220

固 定 資 産 21,281 設 備 関 係 支 払 手 形 4

有形固定資産 15,364 そ の 他 29

建 物 3,846 固 定 負 債 12,090

構 築 物 477 社 債 5,050

機 械 装 置 690 長 期 借 入 金 1,945

車 両 運 搬 具 16 リ ー ス 債 務 30

工 具 器 具 及 び 備 品 146 繰 延 税 金 負 債 2,787

土 地 10,100 退 職 給 付 引 当 金 1,929

リ ー ス 資 産 26 債務保証損 失 引 当 金 140

建 設 仮 勘 定 60 そ の 他 206

無形固定資産 63 負 債 合 計 26,517

ソ フ ト ウ エ ア 31 純 資 産 の 部

そ の 他 31 株 主 資 本 25,757

投資その他の資産 5,853 資 本 金 6,619

投 資 有 価 証 券 4,719 資 本 剰 余 金 8,233

関 係 会 社 株 式 763 資 本 準 備 金 6,273

関 係 会 社 出 資 金 20 そ の 他 資 本 剰 余 金 1,959

長 期 貸 付 金 14 利 益 剰 余 金 11,124

長 期 差 入 保 証 金 196 利 益 準 備 金 761

そ の 他 147 そ の 他 利 益 剰 余 金 10,362

貸 倒 引 当 金 △8 固定資産圧縮積立金 4,446

東京湾横断道路株式控除積立金 0

別 途 積 立 金 2,834

　 繰 越 利 益 剰 余 金 3,081

　 自 己 株 式 △220

評価・換算差額等 1,909

　 その他有価証券評価差額金 1,909
　 純 資 産 合 計 27,666
資 産 合 計 54,184 負 債 純 資 産 合 計 54,184
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損 益 計 算 書

(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで) (単位：百万円)

科 目 金 額

完 成 工 事 高 33,299

完 成 工 事 原 価 29,831

完 成 工 事 総 利 益 3,467

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,442

営 業 利 益 1,025

営 業 外 収 益 314

受 取 利 息 10

受 取 配 当 金 103

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 100

受 取 家 賃 42

材 料 屑 売 却 益 19

そ の 他 39

営 業 外 費 用 284

支 払 利 息 81

社 債 発 行 費 54

支 払 手 数 料 19

債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額 125

そ の 他 2

経 常 利 益 1,055

特 別 利 益 0

固 定 資 産 売 却 益 0

投 資 有 価 証 券 売 却 益 0

特 別 損 失 51

固 定 資 産 売 却 損 1

固 定 資 産 除 却 損 0

減 損 損 失 49

そ の 他 0

税 引 前 当 期 純 利 益 1,003

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 158

法 人 税 等 調 整 額 △92 66

当 期 純 利 益 937
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株主資本等変動計算書

(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで) (単位：百万円)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

当 期 首 残 高 6,619 6,273 1,959 8,233 761

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

積 立 金 の 取 崩

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― △0 △0 ―

当 期 末 残 高 6,619 6,273 1,959 8,233 761

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
東京湾横断道路
株式控除積立金

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 4,479 0 2,834 2,379 10,455

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △268 △268

積 立 金 の 取 崩 △32 32 ―

当 期 純 利 益 937 937

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 △32 ― ― 701 668

当 期 末 残 高 4,446 0 2,834 3,081 11,124
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株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本
合 計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △216 25,092 1,462 1,462 26,555

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △268 △268

積 立 金 の 取 崩 ― ―

当 期 純 利 益 937 937

自 己 株 式 の 取 得 △4 △4 △4

自 己 株 式 の 処 分 0 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 446 446 446

当 期 変 動 額 合 計 △4 664 446 446 1,110

当 期 末 残 高 △220 25,757 1,909 1,909 27,666
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 資産の評価基準および評価方法

　(1) 有価証券の評価基準および評価方法

　 ①子会社株式および関連会社株式……………移動平均法による原価法

　 ②その他有価証券

時価のあるもの…事業年度末日の市場価格等に基づく時価法

評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。

時価のないもの…移動平均法による原価法

　(2) たな卸資産の評価基準および評価方法

　 ①未成工事支出金……………個別法による原価法

②材料・貯蔵品………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切り下げの方法により算定）

2. 固定資産の減価償却の方法

　(1) 建物（リース資産を除く)…………………………………………定額法

　(2) 建物以外の有形固定資産（リース資産を除く)………主として定率法

なお、平成28年４月１日以後に取得した構築物については定額法を採用しております。

　(3) 無形固定資産（リース資産を除く)…………………………………定額法

なお、無形固定資産のうち、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。

　(4) リース資産

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(2) 賞 与 引 当 金……従業員の賞与金支給に備えるため、支給見込額のうち、当事業年度に帰属す

る部分を計上しております。

(3) 工事損失引当金……当事業年度末の手持ち工事のうち、損失が発生すると見込まれ、かつ、同時

点での当該損失額を合理的に見積ることが可能な工事について、将来の損失

に備えるため、事業年度末日後の損失見積額を計上しております。
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(4) 退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき計上しております。退職給付債務の算定に当た

り、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。なお、数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理して

おります。

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれの発生時の事業年

度から費用処理しております。

(5) 債務保証損失引当金……債務保証等による損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案して、損

失負担見込額を計上しております。

4. 収益および費用の計上基準

　 完成工事高および完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用して

おります。

5. 繰延資産の処理方法

　 社債発行費

支出時に全額費用処理しております。

6. ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金利息

　(3) ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

　(4) ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップについては、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘ

ッジ開始時およびその後も継続して相場変動を完全に相殺するものと想定できるため、ヘッジの

有効性の評価は省略しております。

7. 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法

は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

8. 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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会計方針の変更

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得

した構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当事業年度において、計算書類に与える影響額は軽微であります。

　
追加情報

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28

日）を当事業年度から適用しております。

　
貸借対照表に関する注記

1. 担保に供している資産および担保に係る債務

　(1) 担保に供している資産

建 物 2,738百万円 (但し、仮登記)

土 地 8,586百万円 (但し、仮登記)

投資有価証券 3,724百万円

　 計 15,049百万円

　(2) 担保に係る債務

短期借入金 1,480百万円

長期借入金 1,200百万円

　 計 2,680百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 12,662百万円

3. 保証債務

　 保証債務残高 510百万円

4. 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 513百万円

短期金銭債務 145百万円

　
損益計算書に関する注記

1.関係会社との取引高

営業取引による取引高の総額 932百万円

営業取引以外の取引による取引高の総額 9百万円

　

2.減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

用途 社宅

名称 社宅

場所 千葉県富津市

種類 土地および建物

減損損失を把握するに当たっては、製品別を基礎として橋梁製品製造用資産、鉄骨製品製造用資

産、賃貸等不動産および共用資産にグルーピングを行っております。また、将来の使用が見込まれ

ていない遊休資産については個々の物件を単位としてグルーピングを行っております。これらの資

産グループのうち遊休資産である社宅の帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失

(49百万円)として計上しております。またその内訳は、土地34百万円および建物15百万円でありま

す。なお、当資産グループの回収可能額は正味売却価格により測定しており、固定資産税評価額を

勘案して算定しております。
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株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類および株式数

当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式(株) 843,980 6,332 763,904 86,408

（注）1.当社は、平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しておりま
す。

2.普通株式の自己株式数の増加6,332株は、株式併合前に行った単元未満株式の買取りによる
増加4,763株、株式併合後に行った単元未満株式の買取請求による増加1,569株であります。

3.普通株式の自己株式数の減少763,904株は、株式併合前に行った単元未満株式の売渡請求に
よる減少350株、株式併合を実施したことによる減少763,554株であります。

税効果会計に関する注記

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）

　工事損失引当金 67 百万円

　賞与引当金 117 百万円

　風車部品評価差額 31 百万円

　未払事業税 36 百万円

　その他 76 百万円

小計 329 百万円

評価性引当額 △51 百万円

繰延税金資産（流動）の純額 278 百万円

繰延税金資産（固定）

　減損損失(土地・建物) 3,267 百万円

　税務上の繰越欠損金 1,101 百万円

　退職給付引当金 590 百万円

　合併固定資産時価評価差額 244 百万円

　減損損失(株式) 60 百万円

　会員権評価損 24 百万円

　子会社株式評価損 24 百万円

　その他 22 百万円

小計 5,336 百万円

評価性引当額 △5,209 百万円

小計 127 百万円

繰延税金負債（固定）

　固定資産圧縮積立金 △1,960 百万円

　その他有価証券評価差額金 △769 百万円

　合併固定資産時価評価差額 △184 百万円

　その他 △0 百万円

小計 △2,914 百万円

繰延税金負債（固定）の純額 △2,787 百万円
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退職給付に関する注記

1. 採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度および退職一時金制度を設けておりま

す。

2. 退職給付債務に関する事項（平成29年３月31日現在）

百万円

イ．退職給付債務 △3,678

ロ．年金資産 1,414

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △2,264

ニ．未認識数理計算上の差異 363

ホ．未認識の過去勤務費用 △29

ヘ．貸借対照表計上純額（ハ＋ニ＋ホ） △1,929

ト．退職給付引当金 △1,929

3. 退職給付費用に関する事項（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

百万円

イ．勤務費用 169

ロ．利息費用 1

ハ．期待運用収益 △16

ニ．数理計算上の差異の費用処理額 107

ホ．過去勤務費用の処理額 △7

ヘ．退職給付費用 253

4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

割引率 0.15％

期待運用収益率 1.25％

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

数理計算上の差異の処理年数 ５年

　 （翌事業年度から定額法で費用処理）

過去勤務費用の処理年数 ５年

　 （発生事業年度から定額法で費用処理）

１株当たり情報に関する注記

1. １株当たりの純資産額 5,662円 08銭

2. １株当たりの当期純利益 191円 83銭

（注）当社は平成28年10月１日付けで、普通株式10株につき１株の株式併合を行っております。当該
株式併合については、当事業年度の期首に株式併合が行われたと仮定して１株当たり純資産額
および１株当たり当期純利益を算定しております。

その他の注記

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成29年５月17日

株式会社駒井ハルテック
　取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 本 操 司 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 入 山 友 作 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社駒井ハルテック

の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連

結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又

は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から

連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求

めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に

よる連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を

立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す

ることが含まれる。
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、株式会社駒井ハルテック及び連結子会社から

なる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成29年５月17日

株式会社駒井ハルテック
　取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 本 操 司 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 入 山 友 作 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社駒井ハル

テックの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第88期事業年度の計算書

類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表

並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ

れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用

することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から

計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、

我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証

拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、

不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評

価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意

見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、

状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の

作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
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用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明

細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。
以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの第８８期

事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思

疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の

方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類

等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査い

たしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意

思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け

ました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制その他の株式会社及びその子会社から成る企業

集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第１

００条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容

及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい

て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報

告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを

監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職

務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第

１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成１７年

１０月２８日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記

表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし

た。

2. 監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する

重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職

務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

　 平成29年５月17日

株式会社駒井ハルテック 監査役会

常任監査役(常勤) 鬼 澤 洋 ㊞

監 査 役(常勤) 大 森 元 ㊞

監 査 役 吉 松 均 ㊞

監 査 役 清 水 一 朗 ㊞

(注) 監査役吉松均及び清水一朗は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役

であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

当社は株主の皆様に対し事業収益に応じた安定・継続的な配当を行うことを基

本としております。第88期の期末配当につきましては、次のとおりとさせていた

だきたいと存じます。

なお、内部留保につきましては、企業価値向上のための投資等に活用し、将来

の事業展開を通じて株主の皆様に還元させていただく所存であります。

期末配当に関する事項

1. 配当財産の種類

金銭

2. 株主に対する配当財産の割当に関する事項およびその総額

当社普通株式1株につき金25円

総額122,157,525円

3. 剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年６月30日
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第２号議案　取締役１名選任の件

本総会終結の時をもって、取締役田中進氏が任期満了となります。

つきましては、上記取締役１名の重任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は、次のとおりであります。

氏 名

(生年月日)
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する当社

の株式の数

田　中
た なか

　 進
すすむ

(昭和28年６月10日生)

（重任）

昭和52年４月 株式会社駒井鐵工所入社

1,731株

平成８年４月 同社東京工場生産計画部長
平成16年４月 同社鉄構事業部生産本部副本部長
平成16年12月 同社理事鉄構事業部生産本部長
平成18年４月 同社執行役員
平成19年６月 同社取締役
平成20年６月 同社常務取締役
平成22年６月 同社専務取締役
平成22年10月 当社専務取締役
平成24年４月 当社代表取締役社長（現任）
取締役候補とした理由

　田中進氏は平成24年４月より当社代表取締役社長として当社グルー

プの経営の推進に手腕を発揮しております。その豊富な経験および実

績に基づく高い見識は、当社グループの持続的成長と企業価値向上の

実現のために当社取締役に相応しい経験と能力を有していると判断

し、引き続き取締役候補者といたしました。

(注) 候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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ホテル大阪ベイタワー

(株主総会会場)

至大阪港 至本町

至
大
阪

弁
天
町
駅

弁天町駅

至
天
王
寺

Ｊ
Ｒ
環
状
線

国
道
四
十
三
号

至神戸

至堺

地下鉄中央線

第88回定時株主総会会場ご案内図

会場：大阪市港区弁天一丁目２番１号

ホテル大阪ベイタワー

　４階「金枝の間」

(JR環状線・地下鉄中央線弁天町駅下車)
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